
令和３年１０月 

（単価契約工事） 共通仕様書 

（共通事項） 

第１条 本工事の施工にあたっては、「三重県公共工事共通仕様書」（三重県のホームページ及び

四日市市担当各課にて縦覧）を準用するが、以下の項目を優先する。 

１ 受注者は、関係法令を遵守し、法令に基づき所要の手続きを得ること。 

２ 工事日報・納品伝票の写しは監督職員が提出を求めた場合についてのみ提出すること。 

３ 品質管理については、監督職員が提出を求めた場合のみ行うこと。 

４ 産業廃棄物については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく中間処理施設及び

再生資源の利用の促進に関する法律に基づく再資源化施設」に搬入すること。 

５ 監督職員が特に提出を求めた場合を除き、施工計画書、材料確認書及び工程表は提出を求

めない。 

６ 本工事は、産業廃棄物税相当分が計上されていないため、受注者が本年度に課税対象者と

なった場合には、翌年度の４月１日から８月 31 日までの間に別に定める様式に産業廃棄

物税証明書を添付して当該工事の発注者に対して支払い請求を行うこと。 

７ 本工事に際し発生する騒音・振動について極力小さくなるよう機種の選定、使用方法につ

いて十分考慮すること。 

８ 資材購入及び工事の一部を下請業者にて施工する場合、業者の選定に際しては、できる限

り市内業者を優先させること。なお、工事の施工について下請負に付する場合には、四日

市市工事執行規則第 18 条における様式により、請負工事一部下請負届を提出すること。また、

施工体制台帳、工事作業所災害防止協議会兼施工体系図を届出書（発注者指定の様式）に添

付し提出すること。 

９ 施工にあたり、工事看板・立入防止処置など、交通安全施設による安全管理を徹底するこ

と。 

10 この契約による工事の施工者は、工事を施工するに当たり個人情報（特定個人情報（個人

番号をその内容に含む個人情報をいう。）を含む。）を取り扱う場合においては、別紙「個

人情報取扱注意事項」を遵守しなければならない。 

11 舗装切断作業に伴い、切断機械から発生する排水については、排水吸引機能を有する切断

機械等により回収するものとする。回収された排水については、関係機関等と協議の上、

適正に処理するものとし、必要と認められる経費については指示の変更協議を行うことが

できるものとする。 

「適正に処理」する際には、「廃棄物処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業廃棄物 

の排出事業者（受注者）が産業廃棄物の処理を委託する際、適正処理のために必要な廃棄 

物情報（成分性状等）を処理業者に提供することが必要である。 

なお、受注者は、排水の処理に係る産業廃棄物管理票（マニフェスト）について、監督職 

員から請求があった場合は提示しなければならない。 

（検収数量及び検収単位） 

第２条 検収数量は別表単価表の検収単位のとおりとし、検収単位の直近下位を四捨五入する。 

ただし、工事指示書による１回当たりの数量が検収単位に満たないときは検収単位に切り 

上げるものとする。 



（その他） 

第３条 この仕様書のほか、特記仕様書を定めたときは、その特記仕様書を優先して適用するもの

とする。 

（工事標準図） 

第４条 工事について、標準図を制定しており設計図書となるため、これに基づき施工すること。

標準図については当初契約時における最新のものを適用する。 

詳細については、四日市市調達契約課ホームページを参照のこと。（トップページ>> 

入 札 情 報 >> 書 式 の ダ ウ ン ロ ー ド か ら ） ホ ー ム ペ ー ジ ア ド レ ス

（https://www.city.yokkaichi.mie.jp/nyuusatsu-info/k-shoshiki.html） 

【暴力団等不当介入に関する事項】 

（契約の解除） 

第４条 四日市市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要網（平成20年四日市市告示第28号）

第３条又は第４条の規定により、四日市市建設工事等入札参加資格停止基準に基づく入札

参加資格停止措置を受けたときは､契約を解除することがある。 

（暴力団等による不当介入を受けたときの義務） 

第５条 不当介入には、断固拒否するとともに､速やかに警察へ通報並びに業務発注所属へ報告し､

警察への捜査協力を行うこと。 

２ 契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂行に支障が生じたり、納

期等に遅れが生じるおそれがあるときには、業務発注所属と協議を行うこと。 

３ 前２項の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加資格停止基準に基づく入

札参加資格停止等の措置を講ずる。 



〔別紙〕 

個人情報取扱注意事項 

（基本事項） 

第１ この契約による工事の施工者（以下「乙」という。）は、この契約による工事を施工するに当たり、

個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をいう。）を含む。以下同じ。）を取り扱

う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないようにしなければ

ならない。 

（施工者の義務） 

第２ 乙及びこの契約による工事に従事している者又は従事していた者（以下「乙の従事者」という。）は、

当該工事を施工するに当たり、個人情報を取り扱うときは、四日市市個人情報保護条例（平成 11 年四

日市市条例第25号。以下「条例」という。）第11条に規定する義務を負う。 

２ 乙は、この契約による工事において個人情報が適正に取り扱われるよう乙の従事者を指揮監督しなけ

ればならない。 

（秘密の保持） 

第３ 乙及び乙の従事者は、この契約による工事を施工するに当たって知り得た個人情報を当該工事を行

うために必要な範囲を超えて使用し、又は他人に知らせてはならない。 

２ 乙は、乙の従事者が在職中及び退職後においても、前項の規定を遵守するように必要な措置を講じな

ければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（適正な管理） 

第４ 乙は、この契約による工事に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止その他の個人情報の適

正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、個人情報の適正な管理のため、管理責任者を置くものとする。 

３ 管理責任者は、個人情報を取り扱う工事の従事者を必要な者に限定し、これらの従事者に対して、個

人情報の管理方法等について適正な指導管理を行わなければならない。 

４ 四日市市（以下「甲」という。）は、必要があると認めたときは、個人情報の管理状況等に関し、乙に

対して報告を求め、又は乙の作業場所を実地に調査することができるものとする。この場合において、

甲は乙に必要な改善を指示することができるものとし、乙は、その指示に従わなければならない。 

（収集の制限） 

第５ 乙及び乙の従事者は、この契約による工事を行うために、個人情報を収集するときは、当該工事を

施工するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

（再提供の禁止） 

第６ 乙は、あらかじめ甲の承諾があった場合を除き、この契約による工事に係る個人情報を第三者に再

提供してはならない。 

２ 乙は、前項の承諾により再提供する場合は、再提供先における個人情報の適正な取り扱いのために必

要な措置を講じなければならない。 



３ 前項の場合において、乙は、再提供先と本注意事項に準じた個人情報の取り扱いに関する契約を交わ

すものとする。 

（複写、複製の禁止） 

第７ 乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による工事を施

工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等（以下「資料等」という。）を複写し、

又は複製してはならない。 

（持ち出しの禁止） 

第８ 乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、資料等（複写又は複製し

たものを含む。第9において同じ。）を契約書に指定された作業場所から持ち出してはならない。 

２ 甲及び乙は、乙が前項の指示又は承諾により資料等を持ち出す場合、その内容、期間、持ち出し先、

輸送方法等を書面により確認するものとする。 

３ 前項の場合において、乙は、資料等に施錠又は暗号化等を施して関係者以外の者がアクセスできない

ようにするとともに、資料等を善良なる管理者の注意をもって保管又は管理し、漏えい、滅失及びき損

の防止その他適切な管理を行わなければならない。 

（資料等の返還） 

第９ 乙は、この契約による工事を施工するに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等

を、当該工事の終了後速やかに甲に返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、甲の指示により

廃棄し、又は消去する場合を除く。 

２ 前項の廃棄又は消去は、次の各号に定めるほか、他に漏えいしないよう適切な方法により行うものと

する。 

(1) 紙媒体 シュレッダーによる裁断 

(2) 電子媒体 データ完全消去ツールによる無意味なデータの上書き、もしくは媒体の 破砕 

３ 乙は、第6の規定により甲の承諾を得てこの契約による工事を第三者に請け負わせたときは、当該工

事の終了後速やかに当該第三者から資料等を回収のうえ甲に返還し、又は引き渡さなければならない。

ただし、甲の指示により、乙又は第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合を除く。 

４ 前項ただし書の規定により、第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合においては、乙は、当該資

料等が廃棄、又は消去されたことを直接確認しなければならない。 

（研修・教育の実施） 

第１０ 乙は、乙の従事者に対し、個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、この契約による

工事における個人情報の適正な取り扱いに資するための研修・教育を行うものとする。 

（罰則等の周知） 

第１１ 乙は、条例第44条、第45条、第47条及び第48条に規定する罰則適用について、乙の従事者に

周知するものとする。 

（苦情の処理） 

第１２ 乙は、この契約による工事の施工に当たって、個人情報の取り扱いに関して苦情があったときは、

適切かつ迅速な処理に努めるものとする。 

（事故発生時における報告） 



第１３ 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事故が生じ、又は生じるおそれがあることを知った

ときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

（契約解除及び損害賠償） 

第１４ 甲は、乙又は乙の従事者がこの個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約の解

除及び損害賠償の請求をすることができる。 



令和3年10月 

（単価契約工事） 実施要領
1. 工  期

契約の日から「工期満了の日」または、「総指示額が指示限度額に達した時、最も遅い指示期間満

了の日」のいずれかの早い日までとする｡

ただし、前期工事がある場合の工事指示は、「前期の契約の総指示金額が指示限度額を超えた日

（工事を指示した日）」または「前期契約工期終了日」のいずれかの早い日からとする｡

２． 工事場所 

四日市市 富洲原・富田・大矢知・八郷・下野・保々・県 地区 

３. 契約方法

1）入札参加業者により工種・単価表の合計金額を競争入札する。

2)工種・単価表の合計金額の落札金額と各工種の構成比率の積により各工種の単価（円単位）を決

定する。

４. 実施方法

1) 工事指示は、工事指示書により実施する。

2) 受注者は実施にあたり別紙実施手順書を遵守する｡

５. 指示工事完了及び工事の完成

1)受注者は、一つの指示工事が完了する毎に指示工事完了届（円止め）を遅滞なく担当課長に提出

すること。 

2)受注者は、指示工事の全てが完了したときは、速やかに工事完成届を市長に提出すること。

６． 指示工事完了検査及び完成検査 

1)受注者から指示工事完了届が提出された時は監督職員は遅滞なく確認を行い、検査職員は指示工

事完了検査を行うものとする。 

2)指示工事完了検査後、受注者は工事目的物の引渡しを行うものとする。

3)受注者から工事完成届が提出された時は、検査職員は完成検査を行うものとする。

4)指示工事完了検査及び完成検査は担当課にて市長が検査職員であることを認めた者が行う｡

７. 指示額及び指示限度額

1) 指示工事1件当たり当初指示額は１３０万円未満（税込）とする。

2) 本契約の指示限度額は６００万円（税込）とする。

指示限度額とは総指示額がその額を超えた時点で、新しい指示を行わない額とする。 

８． 請求 

1)受注者は工事実績報告書（兼請求明細書）に基づき支払請求を行うものとする｡なお、工事実績報

告書の合計金額は千円止めとし、その額に消費税相当額を乗じて支払うものとする。

９． その他 

緊急施工の必要が生じた場合には、契約以外の指示を行う場合がある。 



（単価契約工事） 実施手順書 

この手順書は、「道路後退用地整備工事」に適用し、受注者は下記の事項に充分配慮して施工しな

ければならない。 

１．着手前手順 

１）受注者は、工事指示書の受信を希望するＦＡＸ番号と緊急時に連絡可能な電話番号を監督職

員に報告するものとする。

２）受注者は，現場代理人以外の連絡要員を置く場合は，緊急時に連絡要員に連絡可能な電話番

号を監督職員に報告するものとする。

２．現場手順 

１）受注者は、工事指示書及び変更工事指示書を受領した後、速やかに現地確認し、指示内容を

確認し、遅滞なく現場着手する。

２）受注者は、現場と工事指示書が符号しない場合は、監督職員の指示を受けなければならない。

３）監督職員は、受注者より前号の申出があったときは、申出された内容を精査し、指示内容に

重大な変更が生じた場合は、（変更）工事指示書により指示の変更を行うものとする。

４）受注者は、現場着手にあたって、必要に応じ、通行止等の許可取得，関係者等への周知を行

うこと。

５）工事の着手に先立ち下記項目について測定し、測定記録を監督職員が提出を求めた場合は、

速やかに提出すること。

①道路中心鋲 ②境界標 ③引照点 ④街区三角点・街区多角点

６）受注者は、現場状況により作業できない場合、又は事故や災害が予想される場合は、監督職

員の指示を受けなければならない。

７）側溝等の構造物の布設高さについては、監督職員と十分協議した上で施工すること。

８）既設配管の繋ぎ変えについては、繋ぎ忘れが無いよう十分注意すること。

３．品質管理、出来形管理等 

１）受注者は、工事完了後出来形を測定し、展開図等成果が確認できる資料を作成すること。

２）受注者は次の写真を提出すること。

・指示現場毎に同一方向から撮影した着手前と完成後が確認できるもの

・工事の途中経過が確認できるもの

・着工前及び完成写真は２部、工事途中の写真は１部提出すること。

３）受注者は、監督職員が求めた場合は、状況写真を添付した作業日報を提出すること。

４）側溝及び蓋の規格は下記のとおりとし、その他材料を使用する場合は、監督職員と十分協議

すること。

・側溝及び側溝蓋等：３種又は同等品以上

・側溝用ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ蓋：Ｔ－１４、ﾉｲｽﾞﾚｽ、細目、設置は５ｍに１箇所とする。

・集水桝用蓋 ：Ｔ－１４，ﾉｲｽﾞﾚｽ、細目 

４．完成報告 

１）受注者は、工事完了後に指示工事完了届に出来形図、写真を添付し提出すること。

２）工事実績報告書（兼請求明細書）は、請求の都度提出すること。

５．指示工事完了検査及び完成検査1 

１）確認は、監督職員が指示工事完了届に基づいて行う。

２）検査職員は指示工事完了届、写真、作業日報等に基づいて指示工事完了検査及び完成検査を

行う。



（様式　１）

　　工事実績報告書（兼請求明細書）

合 計

道番号 指示番号 道番号

　《特記事項》　特記事項のある場合のみ記入 ΣＣ 小 計

小計（千円止）

消　費　税

場所指示番号 場所 完了清算額 完了清算額

工事名

受注者名

｢契約書」と同じ押印



(様式２）

様

１．指示番号

２．工事名

３．道番号 道－

４．場　所 四日市市 地内

５．指示期間 年　　月　　日 ～

６．指示内容

単価ＣＤ 種　別 工種番号 単価 単位 数量 金額

合　計

注意：指示内容の詳細について監督職員と打合せてから着手すること。 （円止め）

　　　　数量は概算参考値とし、監督職員の指示により施工し、出来形を報告すること。

工 事 指 示 書 令和　　年　　月　　日

監督職員   ○○　○○　　㊞

道路後退用地整備工事請負契約書に基づき、下記工事の施工をされたく指示します。

記

年　　月　　日まで

工          種



(様式3）

市街地整備・公園課長　

現場代理人 印

１．指示番号

２．工事名

３．道番号 道－

４．場　所 四日市市 地内

５．監督職員名

６．完了日

７．出来形明細

単価ＣＤ 種　別 工種番号 単価 単位 数量 金額

合　計

指示工事完了検査済証

確認年月日

確認者名

指示工事完了検査年月日

検査職員氏名

記

工  種

なお、下記工事について、指示工事完了検査に合格した際は、工事目的物を引渡します。

令和　　年　　月　　日

指示工事完了届

道路後退用地整備工事請負契約書に基づき下記の工事を完了したので、別紙の出来形資料のとおり報告します。

㊞



(様式７）

様

１．指示番号

２．工事名

３．道番号 道－

４．場　所 四日市市 地内

５．指示期間 （当初） 年　月　日 ～

（変更） 年　月　日 ～

６．指示内容

単価ＣＤ 種　別 工種番号 単価 単位 当初数量 変更数量 金額

注意：指示内容の詳細について監督職員と打合せてから着手すること。 （円止め）

　数量は概算参考値とし、監督職員の指示により施工し、出来形を報告すること。

監督職員   ○○ ○○ ㊞

道路後退用地整備工事請負契約書に基づき、下記工事の施工をされたく指示します。

年　月　日まで

年　月　日まで

工  種

工 事 変 更 指 示 書 令和　　年　　月　　日

記

合　計



工事における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等に関する特記仕様書 

本工事における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等については、以下により

徹底を図るものとする。 

（１） 工事の円滑な施工確保を図る観点から、本工事の現場等のみならず関係する会

社・事務所等も含め、現場状況などを勘案しつつ、アルコール消毒液の設置や

不特定の者が触れる箇所の定期的な消毒、手洗い・うがいなど、感染予防の対

応を徹底するとともに、すべての作業従事者等の健康管理に留意すること。

（２） 新型コロナウイルス感染症については、特に、①密閉空間、②密集場所、③密

接場面という３つの条件（以下「三つの密」という。）が同時に重なる場では、

感染を拡大するリスクが高いことから、建設現場等における朝礼・点呼や現場

事務所等における各種の打合せ、更衣室等における着替えや詰め所等での食事・

休憩など、元請事業者をはじめ、下請事業者等の多人数が集まる場面や密室・

密閉空間における作業などにおいては、他の作業従事者と一定の距離を保つこ

とや作業場所の換気の励行など、三つの密の回避や影響を緩和するための対策

に万全を期すこと。

（３） 感染拡大防止対策を実施するために追加で費用を要する場合は、設計変更の対

象とする。ただし、感染防止については、事前に監督員と協議を行い有効な手

段と認められる場合に施工計画書に記載した上で履行することを前提とする。

（４） 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、「工事の一時中止や工期の延

長」が必要な場合には、監督員と協議を行うこと。

（５） 作業従事者等が新型コロナウイルス感染症の感染者及び濃厚接触者（以下「感

染者等」という。）であることが判明した場合は、速やかに監督員に報告するこ

と。また、保健所等の指導に従い、感染者等の自宅待機などの適切な措置を講じ

ること。

 なお、感染者等であることが判明した場合は、本工事のみならず、受注者が本

市と契約中の全ての工事について、一時中止の措置を行う場合がある。 




